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地域の大学が起点となって地域で次 と々イノベーションが
生み出されています。

本事業の成果が被災地の復興街づくりに反映されています。

福島大学がインクジェット印刷パターニングに
より開発した世界初の次世代太陽電池

いわき明星大学が開発した
熱電変換式温度差発電機

福島大学がコンソーシアムと
開発した縦型５ｋW風力発電
システム実証機

日大工学部と地域企業が
共同開発した住宅用地中
熱ボーリングマシン

会津大学とコンソーシアム
が開発したエネルギーマネ
ジメントシステム

試作小型EVに搭載した電池試作品と、その拡大写真

高性能直流電流センサ
の試作品
中心の穴に被測定電流
が流れる電線を通して使
用する。

２人乗り小型電気自動車の
試作品
右上のマンガン系リチウム
イオン電池を搭載

電動リバース・トライクの試
作品
人力-電動アシスト-フル電動
の3モードが可能。あらゆる
ユースケースに対応可。 I 地域

J地域

H地域

K地域

G地域

A地域

E地域

F地域

D地域

B地域

C地域太陽光
発電

小型風力
発電

小水力
発電

地中熱
利用 蓄電池

次世代自動車のための産学官連携イノベーション
大学発の新製品・新システム開発

地域イノベーション戦略

　東日本大震災からの復興、再生の鍵として、コンパクトカーを中心とした自動車産業集積と最先
端の自動車開発への期待が拡がっています。本地域イノベーション戦略では、東北大学をはじめと
した高水準のシーズ・技術を発展させ、地域企業との連携を通じて地域の技術力を強化し、宮城県
を中心とする東北地方を自動車産業の一大集積地として持続的に発展させられるよう、次世代自
動車のための研究開発拠点を目指すとともに、震災による被災からの復興を強力に推進します。

【事業概要】
1. 自動車用新リチウムイオン電池の生産技術の構築

　マンガン系リチウムイオン電池の製造研究を進め、電池量産工程

を完成するとともに、安全かつ高信頼性の低コスト少量多品種生産

技術を確立します。さらに、低温でも安定して作動する寒冷地向け

長寿命リチウムイオン電池製造研究を進めます。

2. 小型電気自動車（改造を含む）の実走行試験

　ガソリン車の改造を含む1～2人乗り小型電気自動車を開発しま

す。非接触給電システムを採用し、実走行試験によるエネルギーマ

ネージメント技術を確立するほか、上記1による電池を搭載して「地

産地消モデル」を目指します。また電動リバース・トライクを開発し、

東北地方ならではの特徴を有する次世代モビリティ・システムの構

築を目指します。

3. 蓄電池充放電管理用の高性能直流電流センサの開発

　電気自動車等に搭載される蓄電池の容量監視のための電流セン

サとして、ヒステリシス特性がない磁性材料を採用する(センサに残

留磁化が残らない)ことで高線形性を達成し、またデジタル化が容

易な高精度の非接触電流計を実現します。

●東日本大震災復興支援型 国際競争力強化地域（平成24年～28年度）

次世代自動車宮城県エリア
参画機関（太字はプログラム実施機関）
産…東北経済連合会
　　インテリジェント・コスモス研究機構
学…東北大学
官…宮城県
金…七十七銀行

　自動車産業はグローバルな視点では急速な人口増加を背景とする成長分野です。

東北地方は宮城・岩手両県を中心にコンパクトカーの生産集積地として整備されつ

つあり、今後の激しい開発競争に打ち勝つ人材と技術の基盤作りが課題です。東北

大学の多数の自動車関連研究と地域企業との協力関係を強化し、岩手県プログラム

と連携・補完を図りつつ自動車産業基盤の強化と大震災からの復興を目指します。

略歴：東北大学工学研究科長、
同理事（研究担当）、副総長を歴
任。退官後、みやぎ産業振興機
構理事長に就任

プロジェクトディレクター

中 塚 　 勝 人
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http://www.miyagicar.com/

事業の内容
【主な成果】
1. 新リチウムイオン電池の生産ベンチャーの設立�　

　自動車用マンガン系リチウムイオン電池を開発し、その製造

を行うベンチャーを地域企業により設立しました。このベン

チャーで製造される電池は、同じ容積の鉛電池と比べて、4倍

のパワーを持っています。

2. コンバージョンEV製造ベンチャーの設立

　ガソリンエンジン軽自動車の電気自動車への改造を行うベ

ンチャーである“イーセブンジャパン”を地域企業7社の出資に

より設立しました。前述のマンガン系リチウムイオン電池を搭

載して「地産地消モデル」を目指します。

　URL. http://www.e7japan.com/

3. 高性能直流電流センサの製造・販売

　ナノ粒子磁性材料による磁気コアを採用し、残留磁化・ヒステ

リシス特性がないという特徴を活用した、特に低電流付近の再

現性・精度に優れた高線形性高精度電流センサを実現しました。

電気自動車等に搭載される蓄電池の使用可能領域の忠実な再

現が可能になります。企業3社が協力し、磁気コア製造及びセン

サ販売、センサ設計・製造、回路設計・製造を分担します。カスタ

マーニーズによるカスタム製造とデジタル化により販路の拡大を

狙います。

再生可能エネルギー先駆けの地ふくしまの実現に向けた
産業集積と持続循環型社会の構築

地域イノベーション戦略

　東日本大震災及びそれに伴い発生した原子力発電所事故からの復旧・復興を目指す福島県を
「再生可能エネルギー先駆けの地ふくしま」として再生するため、次世代太陽電池・地中熱利用
技術など世界最先端の研究開発等によりイノベーションを創出し、関連産業の集積を図ります。
また、これらの成果を積極的に導入し、県内にある豊富な自然エネルギーを効率的に利活用し
て、災害に強く県民が安心して生活できる持続可能な循環型社会の実現を目指します。

【全体計画】
　「再生可能エネルギー先駆けの地ふくしま」の実現と、「災害に強い持続可能な
循環型社会の形成」を目指して、県内の産学官金が連携して、研究開発、人材育成、
知のネットワークづくりに取り組んでいます。これらの研究開発の成果を企業等
に積極的に技術移転することで、県内の産業の活性化と、イノベーションエコシス
テムの構築を目指しています。主な取組は次のとおりです。
1. 再生可能エネルギー技術の研究開発
　県内4大学(※)が次世代太陽電池、小型風力発電、地中熱利用、熱電発電、スマー
　トグリッド情報基盤の研究開発に取り組みます。
　　※福島大学、会津大学、日本大学工学部、いわき明星大学
2. 人材育成
　地域で研究開発、再エネの導入、事業化等を推進していくために必要、広範囲
　なスキルを持った人材の育成を推進します。
3. 産学官連携推進体制の構築
　「再生可能エネルギー先駆けの地」を実現するためのイノベーションエコシステム
　を構築し、拡大・発展させます。
4. 成果の被災地復興への適用
　事業の成果を被災地の復興に適用するための活動を推進します。

【主な成果】
1. 研究開発の成果�　
　すべての研究テーマが事業化のステージに到達し、産業界への技術移転が活発に行
　われています。

●東日本大震災復興支援型 研究機能･産業集積高度化地域（平成24年～28年度）

再生可能エネルギー先駆けの地
ふくしまイノベーション戦略推進地域

参画機関（太字はプログラム実施機関）
産…福島県再生可能エネルギー
　　関連産業推進研究会
学…福島大学、会津大学、
　　日本大学工学部、いわき明星大学、
　　福島工業高等専門学校
官…福島県、福島県産業振興センター
金…東邦銀行

　震災と原発事故を経験した福島県は復興ビジョンの中で「再生可能エネルギ
ーの飛躍的推進による新たな社会づくり」を挙げています。その実現に向けて
県内の産学官金の組織が連携して再生可能エネルギー分野の研究開発と人材
育成、雇用創出に取り組みます。復興への貢献と若者が未来に向かって笑顔で
働くことができる仕事の創出が目標です。

略歴：北芝電機代表取締役社長
　　　北芝電機相談役
　　　福島県再生可能エネルギー
　　　関連産業推進研究会 会長

プロジェクトディレクター

服 部   靖 弘

http://f-inov.jp/

事業の内容

2. 事業化の進展とイノベーションエコシステムの拡大

　既に50以上の企業が事業化に参画しており、更に県外、

海外を含めて拡大する方向にあります。地域の大学が起点と

なって強力なイノベーションエコシステムが構築されつつあ

ります。

3. 成果の被災地復興への適用

　被災自治体における人材育成を含めて、成果を被災地の街づく

りに適用していくプロジェクトが進行中です。


